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研究成果の概要（和文）： 

本研究では，2007 年度以降の学区制の緩和による影響に焦点を当て，教育の公正を制度的に
どのように保障するか考究する。ここではこれまで国内において充分に紹介されることの少な
かった教育統計を活用し，統計から読みとれる学校教育と郊外都市の実態，社会病理，中・長
期的な都市政策の欠陥などについて分析を行った。また研究者を招聘し，研究成果の一部をフ
ランス教育学会の研究懇話会にて公開し，すでにフランス教育省が行っている質的調査の動向
を紹介しながら，その論争点を明らかにした。その結果，学区制の緩和政策による階層間格差
を縮小することはなく，むしろ拡大すらみられることが明らかとなった。研究成果は，日本社
会学会等で発表を行い，勁草書房より『学校選択のパラドックス』，2012 年を刊行した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 The aim of this project is to evaluate the restriction of the school district system to 

promote the equity of education system. Since that policy put in, we remarks the evasion of 

school district by pupils are rising especially in a middle class family. Then the inequality 

between the social class are rising too. The demand of refusing the school district are bigger 

in upper and middle class than lower class, and the benefits are for the parents who have 

an enough information as social and cultural capital. Besides that, the urban segregation 

are important and concentrate their difficulties to the lower class people in a sub-urban 

area of Paris. For that purpose, the school choice are expanding between the upper and 

middle class to provide a chance for their children’s academic success. To conclude, the 

restriction of the school district system do not promote the equity. 
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(1960 年代)以来再度フランス社会に登場さ
せた発端には，2005 年秋の郊外における若者
の異議申し立て事件がある。問題は貧困生活
の連鎖に集約される。若者の失業問題に対す
るいら立ちが，路上駐車している車を放火す
る形で連日連夜フランス全国の主要都市の
郊外で事件が起きた。この問題は，移民を多
く集住する郊外都市に共通した住宅，就職差
別に対する異議申し立てである。こうした郊
外における低家賃住宅に住む多くは移民の
２世以降の若者であり，学業も一定程度修め
たにもかかわらず，「生粋の」フランス人と
同等の資格を持ってしても，それ以下の不安
定な職業や，劣悪な低家賃住宅から抜け出せ
ない生活環境および悪化した治安や教育環
境のスパイラルに追いやられている。こうし
た「社会的格下げ」がブルデューの指摘した
70 年代以来，再度問題となる。こうしたなか
で，2007年５月の大統領選を前に左右両党の
政権公約として教育不平等の解消を目的と
する学区制の廃止政策が争点となる。階層間
格差の縮小に貢献する教育政策として学区
制の緩和が注目される。 
 

２．研究の目的 

 1963 年から実施されている学区制（カル
ト・スコレール）にとらわれることなく，自
由に学校を選ばせることで学校間格差（地域
間格差に強く影響を受けている）を縮小しよ
うと 2007 年より試みることになる。本研究
では，その成果を 4 年間のフランスとの共同
研究によって考察する。学区制の緩和として
取り組まれた例外措置の申請にみる階層間
の違い，そして地域(住宅空間)間の違いにつ
いて分析する。 
 

３．研究の方法 

 フランス国民教育省におけるデータ(一次
資料)の提供と，フランス人研究者の分析(二
次資料)をもとに，意見交換を行い，日本の
学校選択研究との比較を考察する。 
 なお，本論の議論はパリおよびその近郊を
主眼としているが，これは一つに学校選択の
問題が主に都市部に限定された問題である
という理由と同時に，フランスにおいても他
の都市を事例とした研究が非常に少ないた
めである。 

また，フランスで学校選択といったときは
中学校の選択を指す。それは，高校からの進
路選択に向けた一つの重要な時期とされて
いるからである。高校は普通，技術，職業高
校と３つに分岐するが，なかでも大学への道
が最も開かれているとされている普通高校
への進学に向けた（高校進学者の約半数）準
備として，高校入試がないフランスでは中学
校の成績が最も重要な材料となるからであ
る。そのため，本論でもたびたび紹介される

ように，中学校の選択が，将来の高校の進路
の決定因となる。そしてこうした学区外の学
校を選択するには，居住地区の指定校にはな
い外国語の選択あるいは，特殊な専門課程
（音楽，美術，スポーツ）を専攻するといっ
た教育戦略が意味をもつことになる。とはい
え，こうした例外措置の申請をするには，周
到な準備を必要とし，社会関係資本が左右す
るだけに，出身社会階層や住宅地域の選択
（つまり学校の選択）といったことが決め手
となっている。なお，フランスの学校選択は，
あくまでも教員数（学級数）を増やすことな
く例外措置を認める制度である。ゆえに，限
られた社会階層や居住地に限定された「閉ざ
された」市場となっている。 
 
４．研究成果 
 フランスでは，階層における不平等，地域
（居住）間格差が激しいため多くの社会学者
より学区制の廃止は公正でないことが以前
から疑問視されていたが，この 4年間でより
強められていることが明らかとなった。第２
に日本の学校選択研究に欠けている，階層の
視点，経年比較をもとにした社会学的統計分
析，都市社会学あるいは地理学の視点も入れ
た研究を取り上げることでフランス社会学
の複眼的な視点について編著『学校選択のパ
ラドックス』勁草書房で明らかにした。 
本書の構成としては，まず第１章では教育

の不平等について「教育の民主化」と「隔離」
および「排除」をキーワードにフランスの教
育の実態を整理することで教育課題を明ら
かにした。なぜなら，1963 年から実施されて
いる学区制だが，2007年の学校選択を導入し
た背景にはこうした教育の不平等があるか
らで，またその格差を解消する目的とされて
いるからである。 
このようなフランス教育制度の実態に加

えて，それまで一部の例外措置として行われ
ていた学校選択を，広く国民に知らされる形
で公平な申請手続きの下，2007年度から実施
されるようになる。 
第２章から８章では，学区制の柔軟化によ

ってかえって学校回避が進行し，地域間，階
層間の棲み分けおよび，それによる各学校の
学業格差が拡大している現状について分析
を行っている。 
以下第２章では，学校選択がどのような社

会階層に，どのような影響を与えているのか
詳細に分析されている。特に，そのことがも
たらす教育の社会的不平等の解消にどの程
度貢献しているのか，言及している。 
第３章では，学校選択の一つである私立学

校の選択についてまとめたものである。私学
選択の理由というのは，政教分離のフランス
の場合は，本来は宗教的な理由となるのだが，
今日の学歴志向の浸透より，学業成功の手段



として選択されていること，また同時に特定
の社会階層に偏った選択となり，ここでも教
育の社会的不平等の拡大となりかねない学
校選択の課題が浮かび上がってくる。 

第４章では，具体的な親の学校選択の戦略
について，パリ市における事例分析をした。
３章までがどちらかというと計量分析を重
んじているが，４章では個人としての親の学
校選択（回避）行為の理由に着眼したもので
ある。インタビュー形式による親の考えが具
体的に述べられて興味深い分析がされてい
る。 

第５章は，ヴァンザンタンというフランス
の教育社会学者による選択行為（他者との関
係性からの）の分析の翻訳論文である。著者
は，フランスにおいて学校の地域文化，領土
性（テリトリザーション）にいち早く関心を
持って研究し，近年の都市郊外における文化
に注目しながら学区制の政策分析を行って
いるひとりである。 

第６章は，同じく空間に着目しているが，
より地理学者（フランソワ J-C.）と社会学
者（プポー F.）との分析が融合された興味
深い論文の翻訳である。学区制によって割り
当てられる学校を避ける実践に注目し，パリ
市の公立中学校を回避するメカニズムにつ
いて計量分析を行うことで社会的カテゴリ
ー間にある不平等の社会空間的決定因の特
徴を明らかにしている。 

第７章は，社会学者オベルティによる従来
の生徒の出身階層と学業達成との相関が強
いこと（再生産論）に加えて，地域的な分布
にも出身階層の影響が強い点についてパリ
の西に位置する郊外都市を事例に分析した
ものである。これまであまりフランスの社会
学では分析されてこなかった，地域的要素，
郊外都市の地理的な格差と社会経済的な格
差がもたらす学校の不平等の再生産問題を
明らかにした論文の翻訳である。こうした地
理的な隔離（セグリゲーション）が，教育に
おける不平等分析に取り入れられることは
今後のわが国においても重要な視点と考え
る。 

以上の仏人の論文は，いずれもフランスに
おける学校選択の研究の第一人者とされ，今
日欠かせない先行研究である。 

第８章では，本書のまとめとしてフランス
人の専門家によって今現在政府レベルでま
とめられている学校選択の論争点について
整理した。本章は 2010 年 10 月に日本で執筆
者らを中心に行ったフランス教育学会の研
究懇話会の議論を中心にまとめたものであ
る。そこでは，生徒の出身階層，学力論，都
市空間，私学との関係において学校選択の影
響について考察している。そして，こうした
学校選択の政策結果に対する評価について
も，明らかにしている。 

最後に，2010 年 10 月にウヴラール氏来日
の際に行った対談，日本の学校選択研究との
比較を掲載した。日仏比較について興味深い
議論がなされたため，読者にとっても参考に
なると考え，インタビューそのままを掲載し
ている。特にフランスの教育問題について初
めて読まれる方には，むしろこちらの対談か
ら読み進められると本論が読みやすくなる
かもしれない。いずれにしても，学校選択の
研究を通して，フランスの社会学の奥深さを
感じさせられ，特にわが国においてもより精
緻な教育統計の収集と公表が政府レベルで
実施されることを切に願う。 
 すでに，日本教育社会学会の紀要『教育社
会学研究』にて書評が掲載され，日本の学区
制の研究者にも広く読まれ始めている。 
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